
テロに対する万全の対策を求める意見書 

 

 シリアにおいてＩＳＩＬが２名の邦人に対し、非道、卑劣極まりないテロ行

為を行いました。このような蛮行は、いかなる理由や目的によっても正当化さ

れないものであり、断固として非難します。 

 政府においては、テロの脅威に直面する国際社会との連携を深め、地域の安

定化にむけた非軍事的な取り組みに貢献するとともに、国内および海外におけ

る国民の安全確保に万全の対策を講ずるよう求めます。 

 また、このような事態が二度と繰り返されないよう、今回の事件の政府対応

を検証して教訓として活かすとともに、その結果について可能な限り最大限の

情報を国民に公開するよう求めます。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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